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１．はじめに
一般国道２３２号 小平防災の事業概要
一般国道２３２号小平防災は、法面崩落、越波等による危険箇所の解消を図り、災害発生時における
沿線集落の孤立化の解消及び道路の安全な通行の確保を目的とした延長３．７㎞の防災対策事業

対象地区全景

法面崩落の状況

越波の状況 3



２．所有者探索の経緯

登記簿・住民票等による調査

令和３年度 用地測量実施

・対象土地の登記記録（権利部）を確認

・登記記録の所有者住所に所在する建物の登記
記録（権利部）を確認

対象土地の写真

登記記録上の所有者氏名及び住所を基に、住民票・建物の登記記録を入手

Ａの住民票除票により判明したこと 建物の登記記録により判明したこと

生年月日 １９３５年○月○日 国籍 イラン

住所 東京都品川区○○丁目○○番地

平成３１年２月○日死亡

令和３年○月 所有権移転

前所有者 Ｃ （Ａが死亡した時点の所有者）

Ｃの住所 東京都品川区○○丁目○○番地
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２．所有者探索の経緯

近傍地所有者・親族への聞き取り調査

対象となる土地の近傍にあり、同じく小平防災工事の取得対象地の所有者への聞き取り

聞き取り調査の結果

・Ａの国籍はイランで、既に亡くなっている。Ａの妻Ｂは日本人だが、Ａよりも先に亡くなっている。

・Ｂには妹（Ｃ）がいる。住所はＡと同じのはず。

Ｂの妹Ｃへの聞き取り調査を実施

Bの妹Cへの聞き取り調査の結果

・ＡとBとの間に子供はいない。

・ＡはBとの結婚後も国籍はイランのままだった。

・Aの死亡届を提出したのは私（C）。死亡時、Aに財産は無く、遺言も無かった。

・Aの本国（イラン）にAの親族がいるかどうかについて、来日から５０年以上経っており分からない。

Ｂの戸籍（改製原戸籍）により判明したこと

国籍イランのＡとアメリカ合衆国マサチューセッツ州の方式で昭和３９年婚姻（Ａ以外との婚姻関係は無い）

平成１２年４月○日死亡
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２．所有者探索の経緯

法務省出入国在留管理庁に対する調査
住民票除票や親族等からの聞き取りにより、Aが外国人であるとの情報を得たため、出入国在留管理庁
に対して外国人登録原票等に関する照会を行った。

「外国人登録原票等に関する照会について（平成25年5月17日 中央用地対策連絡協議会事務局事務連絡）」による照会

公共事業における権利調査の目的で外国人登録原票等に関する個人情報を照会する際の参考様式の例を定めたもの

「外国人登録原票の写し」、「出入国記録マスタファイル」の照会

出入国在留管理庁に対する調査で判明したこと

・国籍 イラン

・氏名 A （性別：男）

・生年月日 １９３５年○月○日

・住所（死亡時点の） 東京都品川区○○丁目○○番地 

・入国日 １９６６年○月○日

※平成24年7月より外国人住民に対しても住民基本台帳が適用され、住民票が交
付されています。これにより外国人登録制度は廃止され、外国人登録原票は法務省
において一元的に管理されています。（制度廃止前は市区町村で保管）
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２．所有者探索の経緯

イラン大使館に対する調査

Aの本国の大使館へAの親族（相続人となる可能性のある人）の存在を確認するのが目的

法の適用に関する通則法 第36条 相続は被相続人の本国法による。

・Aの本国（イラン）における相続人の存在の有無を確認する必要性

・Aの本国（イラン）の相続方法の確認（日本のそれと異なる可能性がある）

令和４年７月 イラン大使館へAの相続調査を文書で依頼

イラン大使館に対する調査の結果

令和４年度から令和５年度にかけて、約２ヶ月おきに相続調査の進捗状況を確認するも、「調査中」という
回答に終始し、相続調査自体の進展はなかった。
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２．所有者探索の経緯
所有者探索で判明したこと（まとめ）

相続関係図

（B、Ｃの養母） 某
明治３５年○月○日生
平成７年○月○日死亡

（被相続人） A
１９３５年○月○日生
２０１９年○月○日死亡
国籍 イラン
出入国記録 １９６６年入国
死亡時の住所 東京都品川区

○○丁目○○番地

昭和３９年○月○日婚姻

（Bの父） 某
明治２９年○月○日生
昭和２９年○月○日死亡

大正１４年○月○日婚姻

（Bの母） 某
明治３５年○月○日生
平成７年○月○日死亡

（Aの妻） B
昭和８年○月○日生
昭和３０年○月○日養子縁組
平成１２年○月○日死亡

（Bの妹） C
昭和１１年○月○日生
昭和５４年○月○日養子縁組
住所 東京都品川区○○丁目○○

番地

所有者探索の結果 ～ 相続人不明（Aの本国における親族の有無が確認できない）

・日本国内においてAの相続人は存在しない

・本国にAの相続人となりうる親族の存在の有無について大使館から回答が無く、結論を得るに至らなかった

8



３．制度活用の検討

所有者（相続人）が不明の土地を取得する方法（制度比較）

9

土地収用制度 相続財産清算制度
（旧相続財産管理制度）

所有者不明土地
管理制度

根拠法
土地収用法

（所有者不明土地法）
民法（951～959条） 民法（264条の2～8）

（所有者不明土地法42条2項、5項）

申請・請求先
都道府県収用委員会

都道府県知事（裁定の場合）
被相続人の住所地を管 
轄する家庭裁判所

対象土地の所在地を管 
轄する地方裁判所

申請・請求の
内容

裁決申請（所有者不明）
裁定申請

利害関係人（起業者）または
検察官が清算人の選任を請
求

利害関係人（起業者）が所有
者不明土地管理命令申立を
行う

土地取得の
プロセス概要

・裁決（裁定）申請の前に収
用権の付与（事業認定）が必
要
・不明裁決若しくは裁定後、
補償金を供託し、対象土地
を起業者が取得

・被相続人の財産全てが対
象
・清算人は裁判所に対し権
限外行為の申立てをするこ
とにより、土地を起業者に売
却することができる

・管理命令の対象とされた土
地と土地上の動産のみ対象
・管理人は裁判所に対し権
限外行為の申立てをするこ
とにより、土地を起業者に売
却することができる

所要期間

事業認定
⇒概ね１４ヶ月
裁決（裁定）申請～権利取得
⇒概ね１～２年

次頁参照



３．制度活用の検討

所要期間の比較

◎所有者不明土地管理制度

管理命令

申立
異議届出 
期間の公告

※

管理命令発令

及び管理人選任

発令以後の諸手続

⇒土地取得

約３ヶ月（実績） 約１ヶ月半（実績） 公告期間満了

（※最低必要な期間 １ヶ月以上）
から１週間後
（実績）

◎相続財産清算制度

選任申立
選任・相続人捜索の公告

相続債権者等の請求申出の公告 ※

清算人選任
選任以降の
諸手続
⇒土地取得

（※選任・捜索の公告と並行 ： 最低２ヶ月以上）

約３ヶ月 最低必要な期間：６ヶ月以上
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４．所有者不明土地管理命令申立
所有者不明土地管理命令申立書の作成例 ①

印紙：１，０００円（筆数１筆につき）
郵券（切手）：６，０００円
（内訳：500円×８ 100円×10 84円×５ 50円×5

20円×10 10円×10 2円×10 1円×10）
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４．所有者不明土地管理命令申立
所有者不明土地管理命令申立書の作成例 ②

事業の概要及び事
業に必要となる土
地の所有者の相続
人が分からないた
め、事業遂行に支
障を来しているこ
とを簡潔に記載

おいても越波・法面崩壊による通行止めが発生している国道２３２号の危険箇

所の解消及び災害発生時における沿線集落の孤立化の解消並びに道路の安全な

通行の確保を目的とする事業であり、道路法１８条１項に基づく区域決定の公

示がされており、令和７年度に工事着工の予定である（添付資料１１ないし１

３）。

本件事業の区域内には、登記記録上、 Ａ を所有権登

記名義人とする別紙４物件目録記載の土地（添付資料７の１及び７の２。以下

「本件土地」という。）がある。申立人国は、本件事業を遂行するに当たり、

本件土地の一部を取得する必要があるが、その所有権登記名義人である

Ａ の相続人を知ることができないため、本件事業の遂行に重

大な支障を来している（添付資料１１）。

２ 対象土地が所有者不明土地に当たることを基礎づける事情

Ａ は、外国人登録原票及び住民票除票から、イラン

・イスラム共和国に国籍を有しており、平成３１年○月○日に死亡している

ことが明らかである（添付資料１及び２）。同人には、日本人の妻がいるが、

平成１２年○月○日に死亡しており、また、同人との間に子はない（添付資

－ 3 －

所有者探索の経緯
（住民票等公的資
料の調査、関係者
への聞取り調査、
本国大使館への調
査）について記載

地の所有者不明土地管理人と協議をし、本件土地の一部を取得する手続を進める

必要がある。

４ 結語

よって、申立ての趣旨記載の裁判を求める。

第３ 所有者不明土地管理人の候補者

所有者不明土地管理人の候補者については、申立人が推薦できる適当な者がい

ないため、地方裁判所において適任者を選任していただきたい。

－ 4 －
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別紙２

第１ 申立ての趣旨

別紙４物件目録記載の土地について所有者不明土地管理人による管理を命ず

る

との裁判を求める。

第２ 申立ての原因

１ 利害関係を基礎づける具体的事情

申立人国（所管庁：国土交通省北海道開発局留萌開発建設部）が施行する一

般国道２３２号小平町小平防災工事（以下「本件事業」という。）は、近年に

料１及び３）。さらに関係者からの事情聴取によっても、相続人が不明であり、

加えて、令和４年６月○日、イラン・イスラム共和国大使館に対し、相続人調査

を依頼し、その後、同大使館に対し、おおむね２か月ごとに調査の進捗状況を電

話で確認したが、回答に時間を要する旨の回答に終始し、現在に至るまで相続調

査の進展はない（添付資料６の１ないし６の１５）。

３ 発令の必要性

上記のとおり、申立人は、登記名義人の相続人を知ることができず、本件土地

の一部を取得することができないため、本件事業の遂行に重大な支障を来してい

る。

申立人は、本件事業の遂行のため、所有者不明土地管理命令の発令後、本件土



４．所有者不明土地管理命令申立
所有者不明土地管理命令申立書の作成例 ③

（※1）
・外国人出入国記録

（７）～（１５）
大使館に対する調
査の記録（電話記
録、送付文書等） 対象土地の所在す

る自治体から入手

（※2）
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（１６）～（２０）
関係者（近傍土地所出入国在留管理庁か
有者、親族）に対すらの回答文書及び添
る調査の記録（電話付書類
記録）・外国人登録原票写

・外国人登録記録



４．所有者不明土地管理命令申立
所有者不明土地管理命令申立書の作成例 ④
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４．所有者不明土地管理命令申立
所有者不明土地管理命令申立書の作成例 ⑤
【添付書類】 「所有者の探索等に関する報告書」（※１）について

次のとおりです。

第１ 対象となる土地

所 在 北海道留萌郡小平町字○○○○

所有権移転登記 昭和４８年○月○日受付 第○○号

原 因 昭和４８年○月○日 売買

登記簿上の住所 東京都品川区○○丁目○番○号

権 利 者 Ａ
※添付の不動産登記事項証明書のとおり

第２ 登記名義人に関する探索

１ 不動産登記事項証明書の交付請求の結果
土地

［東京都品川区○○番○］

所 有 者 東京都品川区○○丁目○番○号

○○ ○○

所有権移転登記 令和３年○月○日 第○○号

※添付の不動産登記事項証明書のとおり
建物
［東京都品川区○○丁目○○番地 家屋番号○○番○］

原 因 令和３年○月○日売買

所 有 者 東京都品川区○○丁目○番○号

○○ ○○

所有権移転登記 令和３年○月○日 第○○号

※添付の不動産登記事項証明書のとおり

A及びAの相続人を探索した経緯を詳 
細に記載
・登記記録による調査
・住民票等による調査
・出入国在留管理庁に対する調査 
・大使館に対する調査
・近傍地所有者、親族に対する調査
・公共機関に対する調査

「調査を尽くしたこと」
を表すことが必要

※建物の前所有者は、東京都品川区○○丁目○番○号 Ｃである。

Ｃは、Ａの妻であるＢ(平成１２年死亡)の妹である。

２ 住民票等による調査

Ａの登記記録上の住所を管轄する東京都品川区役所に、住民票の写しの交付を請求し

た。また、品川区役所にＡの妻であるＢの戸籍謄本を請求した。

・Ａ

［住民票除票］(令和４年６月○日)

通 称 Ａ

生年月日 １９３５年○月○日

住 所 東京都品川区○○丁目○番○号

国 籍 イラン

そ の 他 平成３１年○月○日死亡 同年○月○日職権消除

・Ｂ

［改製原戸籍］(令和３年１０月○日)

本 籍 東京都品川区○○丁目○○番地

筆 頭 者 ○○○○

続 柄 養女

生年月日 昭和８年○月○日

そ の 他 国籍イラン Ａとアメリカ合衆国○○州の方式により昭和３９年○月○

日婚姻 右婚姻証明書提出 昭和４０年○月○日在ニューヨーク日本国総

領事受附 同年○月○日送付
平成１２年○月○日午前零時東京都港区で死亡 同日親族Ｃ届出除籍

３ 出入国在留管理庁に対する調査

令和４年○月○日に出入国在留管理庁に対し、外国人登録原票等に関する照会を行
い、同年○月○日に回答があった。

添付物［記録調査書］

国 籍 イラン

氏 名 Ａ

生年月日 １９３５年○月○日

性 別 男

住居地 (２０１９年○月○日時点における住居地)

東京都品川区○○丁目○○番○号

また、令和４年○月○日、出入国在留管理庁に対し、外国人登録原票等に関する照
会を行い、同年○月○日に回答があった。

添付物は、外国人登録原票の写し、外国人登録記録及び外国人出入国記録であった。
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○○○○ 殿

所有者の探索等に関する報告書

下記第１の(土地)に係る所有者(以下「所有者等」といいます。)の探索等をした結果は、

(住居表示 東京都品川区○○丁目○番○号に対応する地番)

原 因 令和２年○月○日相続

令和 ６ 年 月 日

北海道開発局

留萌開発建設部長

（公印省略）



４．所有者不明土地管理命令申立
所有者不明土地管理命令申立書の作成例 ⑥
【添付書類】 「所有者の探索等に関する報告書」（※１）について

４ イラン共和国大使館に対する調査

令和４年○月○日にイラン共和国大使館に対し、Ａの相続調査を依頼した。その後、 

イラン大使館に対し、令和４年７月、９月、１１月、令和５年１月、３月、５月の２か

月おきに相続調査の進捗を電話で確認するが、進展がなく「回答には時間を要する」と

の回答となっている。
令和５年６月○日イラン大使館へ相続調査の進捗確認の他に、日本法では「法の適用

に関する通則法」第３６条に基づき、被相続人の本国法(イラン国)が適用となっている

が、イランにおける外国(日本)に存する不動産の相続が所在地の法律によるものか、ま

た、イラン本国法における相続人の確定(第１順位の序列)等を確認する依頼文書を発出

し、その後、電話で問合せをしたが「依頼内容は理解したが、回答には時間を要する」

との回答となっている。
令和６年１月○日にイラン大使館へ進捗を確認したが、当初調査から１年半以上経過

してもなお「本国にて調査中」とのことであった。

５ 親族等に対する調査

(1)近傍地所有者に対する聞き取り

Ａが所有する収用地の近傍に存し、同じく一般国道２３２号小平町小平防災工事の収

用地である、小平町字○○ ○○番○の登記記録上の所有者である○○○○に対し、

電話で聞き取り調査を行った。
・東京都港区○○丁目○番○号 ○○○○様
調査年月日：令和３年８月○日

［Ａ（登記記録上の所有者）さんについて、何か、知りませんか。］

～ Ａさんの国籍は○○○、既に亡くなった。妻（Ｂ）は日本人だが、Ａさん
より先に亡くなった。

妻の妹（Ｃ）がいる。住所はＡさんと同じ、東京都品川区○○である。

(2)所有者の妻の妹に対する聞き取り

Ａの妻（Ｂ）の妹であるＣに対し、電話で聞き取り調査を行った。

・東京都品川区○○丁目○○番○号 Ｃ様

調査年月日：令和３年９月○日

［Ａさんの妻子等について、教えていただけますか。］

～ 姉のＢはＡの妻である。二人とも死亡している。姉が先に亡くなった。子供はいない。

Ａの国籍は、姉と結婚後も○○○のままだった。
Ａの生年月日は１９３５年○月○日、死亡日は２０１９年○月○日である。

調査年月日：令和４年１２月○日

［Ａの婚姻歴等について、教えていただけますか。］

～ Ａは、姉であるＢ以外との婚姻歴はない。また、子供はいない。

調査年月日：令和５年３月○日

［Ａさんが亡くなったとき、財産処理はどのように行ったか。］

～ 特段財産もなく、処理は発生していない。

［Ａ氏に遺言はあったか。］

～ ない。

［Ａ氏の死亡届を提出したのはＣさんか。］

～ そうである。

［Ｂ氏はＡ氏よりも先にお亡くなりのようだが、財産処理はどのように行ったか。］

～ 特段財産もなく、処理は発生していない。

６ 公共機関に対する調査

(1)小平町（財政課財政係）

調査年月日：令和３年４月○日

・役場の担当係において、地籍調査に関する資料を調査したが、Ａの記録は確認できな

かった。

同町（財政課税務係）

調査年月日：令和３年８月○日、令和６年１月○日

・役場の担当係に対し、固定資産台帳の提供を求めたところ、同年９月○日に、登記事項
証明書に記載の情報しか確認できなかった旨、回答があった。
・再度請求し、令和６年１月○日に回答があったが、結果は前回（令和３年）と変わらな

かった。

以上報告します。

令和６年１月○日作成

作成者（調査者）

国土交通省北海道開発局
留萌開発建設部用地課

国土交通事務官 ○○ ○○
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外国人入出国記録によると、入国日は１９６６年○月○日 であった。

［外国人登録記録］

国 籍 イラン

氏 名 Ａ
生 年 月 日 １９３５年○月○日

住 居 地 東京都品川区○○丁目○○番○号

閉鎖年月日 ２０１９年○月○日
閉 鎖 理 由 死亡

４ 大使館に対する調査
５ 近傍地所有者、親族に対する調査
→申立書の添付書類(7)～(20)の対応
記録を要約し記載する



４．所有者不明土地管理命令申立
所有者不明土地管理命令申立書の作成例 ⑦
【添付書類】 「利害関係を証する書面」（※2）について
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５．申立後の流れ
異議届出期間の公告
（所有者不明土地管理命令に関する異議の催告（官報））

・今回のケースでは、申立てから
約３ヶ月後に官報公告

・届出期間は約１ヶ月半

※非訟事件手続法90条2項
⇒「１か月を下ってはならない」

・今回のケースでは異議の届出は
無かった

（官報公告の内容）
18



５．申立後の流れ
所有者不明土地管理命令

令和６年 （チ） 第１号 所有者不明土地管理命令申立事件

（別紙）

決 定

東京都千代田区霞が関１丁目１番１号

申 立 人 国

同代表者法務大臣 小 泉 龍 司

本件につき、当裁判所は、つぎのとおり決定する。

主 文

１ 別紙物件目録記載の土地について所有者不明土地管理人による管理を命ずる。

２ 本件の所有者不明土地管理人として次の者を選任する。

住 所 旭川市○○条○○丁目

司法書士 ○○ ○○

３ 手続費用は各自の負担とする。

令和６年８月○○日

旭川地方裁判所留萌支部

裁判官 ○○ ○○ ㊞

これは謄本である

令和６年８月○○日

旭川地方裁判所留萌支部

裁判所書記官 ○○ ○○ ㊞

物 件 目 録

所 在 留 萌 郡 小 平 町 字 ○ ○

地 番 ○ ○ ○ 番 ○ ○

地 目 山 林

地 積 ○ ○ ○ ○ 平 方 メ ー ト ル

以 上

・申立 令和６年３月下旬 
・決定 令和６年８月中旬

⇓
約４か月半
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５．申立後の流れ
管理命令以降の流れ

管 理 命 令 の 嘱 託 登 記

権限外行為許可申立依頼

権 限 外 行 為 許 可 申 立

裁判所 ※ 登録免許税（収入印紙1,000円）は当局負担

当 局 ⇒  管理人

管理人 ⇒  裁判所

権 限 外 行 為 許 可 審 判 裁判所 ⇒  管理人 登記簿（権利部（甲区））
（管理命令発令後、約１ヶ月半で登記完了）

土地売買協議・契約締結

補 償 金 の 供 託 ・ 公 告

管理命令の取消・抹消登記

当 局 ⇒  管理人

管理人

裁判所・管理人 ※ 抹消登記の登録免許税は当局負担
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